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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
α－オレフィンスルホン酸塩からなるバイオフィルム除去剤を含有し、
前記バイオフィルム除去剤中のα－オレフィンスルホン酸塩の使用時の濃度が、０．５重
量％以上であるバイオフィルム除去用組成物。
【請求項２】
前記バイオフィルム除去剤中のα－オレフィンスルホン酸塩の使用時の濃度が、０．５～
３０重量％である請求項１に記載のバイオフィルム除去用組成物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、バイオフィルム除去剤、および、このバイオフィルム除去剤を含有するバイオ
フィルム除去用組成物に関し、より詳細には、微生物が関与する様々な分野において、硬
質表面等に形成されたバイオフィルムを効果的に除去し、バイオフィルムを除去すること
による危害の低減化を行うバイオフィルム除去剤、および、このバイオフィルム除去剤を
含有するバイオフィルム除去用組成物に関する。
【背景技術】
【０００２】
近年、マンション等の集合住宅は勿論、一戸建て住宅でもアルミサッシや断熱材等の多用
によって、気密性が高く、保湿性に優れた建築物が普及してきた。
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一方、人々の生活水準の向上に伴い、アメニティー、即ち「快適性」という概念が広まり
、限られた居住空間でできるだけ気持ちよく、清潔に生活したいとの意識が高まってきた
。こうした建築様式の近代化や居住者の意識変化を反映して、家庭における特に湿度の高
い浴室、台所、洗面所およびトイレなどの水回りで発生しているバイオフィルムがヌメリ
や詰まりの原因や悪臭の原因となり不快感を与えるなど問題視されている。
【０００３】
バイオフィルムは、細菌やカビ等の微生物が床やシンクなどの硬質表面に付着し、人の垢
や石鹸の有機物を栄養源に高温、多湿の条件下で短時間に増殖することによって微生物細
胞内から多糖やタンパク質といった高分子物質を産生した粘液状物質であることが知られ
ており、微生物が環境中に生息する場合は、バイオフィルムの状態にあることが非常に多
い。
微生物がバイオフィルムを形成すると、洗浄除去、抗生物質、薬剤、熱、乾燥などに対し
て浮遊の状態にある場合に比べ著しく高い抵抗性を示すうえ、通常の洗浄や殺菌方法では
その効果が十分発揮できないことが多く、徹底的な微生物の排除を困難にするため深刻な
問題となっている。
【０００４】
これまでバイオフィルムの危害を防止するためには、微生物、特に細菌に対して殺菌作用
又は静菌作用を与えることによって細菌を増殖させない考え方が一般的に検討されてきた
。例えば、特許文献１には、アルギニンの塩酸塩、アルギニンエチルエステル、アルギニ
ングルタミン酸などのアルギニンまたはその誘導体と抗菌活性を示す化合物を配合した抗
菌製剤が記載されているが、その効果はまだ満足できるものではなく、また、この文献は
微生物集合体に対する抗菌効果を示したものであり、硬質表面等に形成された微生物およ
び微生物産生高分子物質からなるバイオフィルムの除去を目的としたものではない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開平８－１５１３２４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
本発明は、様々な分野において硬質表面等に形成された微生物および微生物産生高分子物
質からなるバイオフィルムを効果的に除去するバイオフィルム除去剤、および、このバイ
オフィルム除去剤を含有するバイオフィルム除去用組成物を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
本発明者は、硬質表面等に形成されたバイオフィルムおよびその中の微生物を効果的に除
去するバイオフィルム除去剤を得るべく、鋭意研究を行ったところ、α－オレフィンスル
ホン酸塩が、バイオフィルムおよびその中の微生物を効果的に除去することを見出し本発
明を完成するに至った。
【０００８】
即ち、本発明のバイオフィルム除去剤は、α－オレフィンスルホン酸塩からなることを特
徴とする。
【０００９】
また、本発明のバイオフィルム除去用組成物は、本発明のバイオフィルム除去剤を含有す
ることを特徴とする。
ここで、上記バイオフィルム除去剤の濃度は、０．５～３０重量％であることが望ましい
。
【発明の効果】
【００１０】
本発明のバイオフィルム除去剤は、α－オレフィンスルホン酸塩からなるため、硬質表面
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等に形成されたバイオフィルムを効果的に除去することができる。
また、本発明のバイオフィルム除去用組成物は、上記バイオフィルム除去剤を含有するた
め、バイオフィルムを効果的に除去することができる。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
本発明のバイオフィルム除去剤は、α－オレフィンスルホン酸塩からなることを特徴とす
る。
上記α－オレフィンスルホン酸塩としては、
下記一般式（１）で表される成分
Ｒ１ＣＨ＝ＣＨ（ＣＨ２）ｎＳＯ３Ｘ・・・（１）
および
下記一般式（２）で表される成分
Ｒ２ＣＨ２ＣＨ（ＯＨ）（ＣＨ２）ｍＳＯ３Ｘ・・・（２）
（式中、ｎおよびｍはそれぞれ独立して０～２８の整数であり、Ｒ１およびＲ２はそれぞ
れ独立して水素又は直鎖若しくは分岐状の炭素数１～２８のアルキル基であり、ＸはＮａ
又はＫである。）
が共存するα－オレフィンスルホン酸塩が好ましい。
【００１２】
上記一般式（１）で表される成分と上記一般式（２）で表される成分とが共存するα－オ
レフィンスルホン酸塩では、上記一般式（１）で表される成分および上記一般式（２）で
表される成分は、それぞれスルホン酸を除く全ての炭素数の合計が８～３０であることが
好ましく、１０～２４であることがより好ましく、１２～１８であることが更に好ましい
。
また、上記一般式（１）で表される成分のスルホン酸を除く全ての炭素数の合計と、上記
一般式（２）で表される成分のスルホン酸を除く全ての炭素数の合計とは同一であっても
良いし、異なっていても良い。
また、上記一般式（１）および上記一般式（２）で表される各成分には、それぞれ炭素数
の異なる２種以上の成分が含まれていても良い。
【００１３】
このようなα－オレフィンスルホン酸塩の市販品としては、例えば、第一工業製薬（株）
製のネオゲンＡＯ９０、Ａｅｋｙｕｉｎｇ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ　
Ｃｏ．，Ｌｔｄ．製のＡＳＣＯ９０等が挙げられる。
【００１４】
本発明のバイオフィルム除去用組成物は、上記バイオフィルム除去剤を含有することを特
徴とする。
上記バイオフィルム除去用組成物において、上記バイオフィルム除去剤の濃度の上限は、
３０重量％が好ましく、２５重量％がより好ましく、１５重量％が更に好ましい。一方、
下限は、０．５重量％が好ましく、０．７重量％がより好ましく、１．０重量％が更に好
ましい。
上記バイオフィルム除去剤の濃度がこの範囲にあると、硬質表面等に形成されたバイオフ
ィルムをより効果的に除去することができる。上記濃度が０．５重量％未満では、バイオ
フィルムを効果的に除去することができない場合があり、また、上記濃度が３０重量％を
超えると、溶解性に劣るだけでなく粘度が著しく増加するため、バイオフィルムが形成さ
れた硬質表面等に均一に塗布することが困難となる場合がある。
なお、上記バイオフィルム除去用組成物において、バイオフィルム除去剤の濃度とは、使
用時の濃度を意味し、例えば、濃縮洗浄剤等の使用時に水で希釈されることを想定したも
のにおいては、希釈後の濃度を意味する。
【００１５】
上記バイオフィルム除去用組成物は、上記バイオフィルム除去剤以外に、例えば、溶剤、
界面活性剤、殺菌剤、抗菌剤、洗浄剤、アルカリ剤、アルカリビルダー、金属捕捉剤、分
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付着防止剤、ｐＨ調整剤、増粘剤、粘度調整剤、懸濁剤、防腐剤、酸化防止剤、紫外線吸
収剤、酵素、顔料や染料等の色素、蛍光剤、賦形剤、ソイルリリース剤、漂白剤、漂白活
性化剤、粉末化剤、造粒剤、コーティング剤等を含有していてもよい。
【００１６】
より具体的には、例えば、バイオフィルム除去剤をトイレ用洗剤や浴室用洗剤として用い
る場合には、上記バイオフィルム除去剤以外に少なくとも界面活性剤、金属捕捉剤及び香
料を含有することが好ましく、台所用洗剤として用いる場合は、上記バイオフィルム除去
剤以外に少なくとも界面活性剤、溶剤及び香料を含有することが好ましく、排水パイプ洗
浄剤として用いる場合は、上記バイオフィルム除去剤以外に少なくともアルカリ剤、塩素
及び界面活性剤を含有することが好ましい。
【００１７】
上記バイオフィルム除去用組成物の剤型は特に限定されず、用途、目的等に応じて適宜選
択すれば良く、例えば、溶剤に溶かした溶液、固体、ゲル状、乳化・分散状、粉末状、エ
アゾール等が挙げられる。
また、バイオフィルム除去剤の濃度を高めた濃縮状態で、保管、搬送し、使用時に適宜希
釈することとしてもよい。
【００１８】
上記バイオフィルム除去用組成物の使用対象は、バイオフィルムが形成される場所であれ
ば特に限定されず、台所や厨房、浴室、トイレの床やシンク等の硬質表面は勿論のこと、
例えば、台所や厨房、浴室、トイレの排水溝、排水管、食品製造又は飲料製造プラント、
産業用の冷却タワー等の冷却水系、脱塩装置、プール、人工池等などの循環水系路、内視
鏡、カテーテル、人工透析機等の医療機器等が挙げられる。
【００１９】
上記バイオフィルム除去用組成物の使用方法は、上記バイオフィルム除去用組成物をバイ
オフィルムに作用させることができる方法であれば特に限定されず、上記バイオフィルム
除去用組成物の塗布や散布、また、被対象物の浸漬等が挙げられる。
具体例としては、例えば、スポンジ、タオル、ブラシ、刷毛等を用いて塗布する方法、上
記バイオフィルム除去用組成物を被対象物に直接滴下する方法、容器に噴射剤と併せて充
填して散布する方法、上記バイオフィルム除去用組成物を入れた容器に被対象物を一定時
間浸漬する方法等が挙げられる。
また、上記バイオフィルム除去用組成物を作用させた後は、必要に応じて、水等を用いて
バイオフィルム除去用組成物を除去されたバイオフィルムとともに洗い流すことが好まし
い。
【実施例】
【００２０】
以下に、具体的な実施例を挙げて本発明をより詳細に説明するが、本発明は、下記実施例
に限定されるものではない。
【００２１】
実施例１～６および比較例１～７
評価薬剤水溶液（バイオフィルム除去用組成物）の調製
滅菌精製水（大塚製薬株式会社製）を用いて、α－オレフィンスルホン酸塩、その他各種
評価薬剤の水溶液を所定の濃度で調製した。各評価薬剤の種類、濃度、商品名は、下記表
１に示す通りである。
【００２２】
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【表１】

【００２３】
バイオフィルム除去性能の評価
（１）５０ｍＬ容量の滅菌遠沈管にＳＣＤ培地１０ｍＬを加えた。
（２）供試菌（カジトン培地保存のPseudomonas aeruginosa NBRC13275）を１白金耳採取
し、（１）のＳＣＤ培地へ接種した後、３０℃、２４ｈ、１２０ｒｐｍの条件で振盪培養
を行い、供試菌液を調製した。
【００２４】
（３）上記（１）、（２）の操作とは別に９６穴プレートを用意し、この９６穴プレート
にネガティブコントロール１としてＳＣＤ培地をＮ＝３ずつ０．１５ｍＬ分注した。
（４）９６穴プレートにネガティブコントロール２としてＳＣＤ培地をＮ＝３ずつ０．１
５ｍＬ分注した。
（５）９６穴プレートに評価薬剤水溶液のサンプル数に応じてＳＣＤ培地をＮ＝３ずつ０
．１５ｍＬ分注した。
【００２５】
（６）上記（４）および（５）で分注したＳＣＤ培地に、上記（２）で調製した供試菌液
を５μＬずつ植菌した。
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【００２６】
（８）各ウェル中の溶液を廃棄した後、見た目乾燥するまで自然放置した。
（９）蒸留水０．１５ｍＬで各ウェルを２回リンスした。
（１０）ウェルに応じて、ネガティブコントロール１には何も加えない、ネガティブコン
トロール２には蒸留水０．２０ｍＬを加え室温で１０分間静置する、その他のウェルには
表１に示した各評価薬剤水溶液０．２０ｍＬを加え室温で１０分間静置する、との操作を
行った。
【００２７】
（１１）各ウェル中の溶液を廃棄し、蒸留水０．２０ｍＬで各ウェルを２回リンスした。
（１２）０．１％クリスタルバイオレット水溶液（ｗ／ｖ）０．２０ｍＬを加え、３０分
間染色した。
（１３）０．１％クリスタルバイオレット水溶液を廃棄し、蒸留水０．２０ｍＬで各ウェ
ルを２回リンスした。
【００２８】
（１４）各ウェルに９５重量％エタノール０．２０ｍＬを加え、１０分間放置して、色素
（クリスタルバイオレット）を充分に可溶化させた。
（１５）上記（１４）で得たエタノール溶液の吸光度を、波長５９５ｎｍで測定した。こ
こで、ネガティブコントロール１の吸光度をブランク値、ネガティブコントロール２の吸
光度を初期値および各評価薬剤の吸光度を測定値とした。
【００２９】
（１６）この試験を３回行い平均した値を用いて、各評価薬剤のバイオフィルム除去率を
下記の式にて算出した。バイオフィルム除去性能は、バイオフィルム除去率が９０％以上
１００％以下を☆、８０％以上９０％未満を◎、５０％以上８０％未満を○、０％以上５
０％未満を×、とする判定基準で判定した。
【００３０】
バイオフィルム除去率（％）＝１００×[{（初期値－ブランク値）－（測定値－ブランク
値）}／（初期値－ブランク値）]      
【００３１】
算出したバイオフィルム除去率を表２に示した。
【００３２】
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【表２】

【００３３】
表２に示したとおり、本発明のバイオフィルム除去剤を含有するバイオフィルム除去用組
成物を用いることにより、バイオフィルムを効果的に除去することができることが確認さ
れた。
【００３４】
本発明のバイオフィルム除去用組成物について、上述した実施例以外に、バイオフィルム
除去剤の濃度が、１０重量％、１５重量％、２５重量％および３０重量％となるようにバ
イオフィルム除去用組成物を調製し、同様にバイオフィルム除去性能を評価したところ、
これらのバイオフィルム除去用組成物でも実施例と同様にバイオフィルムを効果的に除去
することができることが確認された。
【００３５】
以下、本発明のバイオフィルム除去用組成物に関し、より詳細な配合を処方例１～７に記
載するが、本発明のバイオフィルム除去用組成物の処方例は、下記処方例に限定されるも
のではない。
ここで、処方例１は、原液を滴下する又はスプレーで噴霧して使用するタイプのトイレ用
洗剤又は浴室用洗剤に関する処方例であり、処方例２、３は、食器洗い、まな板、シンク
洗い等に使用する台所用洗剤の処方例であり、処方例４、５は、パイプ内に直接注いで放
置後に水で流す粉末タイプの排水パイプ洗浄剤に関する処方例であり、処方例６は、錠剤
タイプの排水パイプ洗浄剤に関する処方例であり、処方例７は、液体タイプの排水パイプ
洗浄剤に関する処方例である。
【００３６】
（処方例１：トイレ用洗剤／浴室用洗剤）
α－オレフィンスルホン酸ナトリウム　　　３０重量％
ヤシ油脂肪酸ジエタノールアミド　　　　　　８重量％
ポリアクリル酸　　　　　　　　　　　　　　２重量％
水酸化ナトリウム　　　　　　　　　　　　　１重量％
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塩酸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５重量％
イオン交換水　　　　　　　　　　　　　　５４重量％
合計　　　　　　　　　　　　　　　　　１００重量％
【００３７】
（処方例２：台所用洗剤）
α－オレフィンスルホン酸ナトリウム　　　２０重量％
ヤシ油脂肪酸ジエタノールアミド　　　　　　５重量％
アルキルポリグルコシド　　　　　　　　　２０重量％
キシレンスルホン酸ナトリウム　　　　　　　２重量％
イオン交換水　　　　　　　　　　　　　　５３重量％
合計　　　　　　　　　　　　　　　　　１００重量％
【００３８】
（処方例３：台所用洗剤）
α－オレフィンスルホン酸ナトリウム　　　２５重量％
ヤシ油脂肪酸ジエタノールアミド　　　　　　５重量％
アルキルポリグルコシド　　　　　　　　　１５重量％
キシレンスルホン酸ナトリウム　　　　　　　２重量％
イオン交換水　　　　　　　　　　　　　　５３重量％
合計　　　　　　　　　　　　　　　　　１００重量％
【００３９】
（処方例４：排水パイプ洗浄剤（粉末タイプ））
α－オレフィンスルホン酸ナトリウム　　　２０重量％
過炭酸ナトリウム　　　　　　　　　　　　４０重量％
硫酸ナトリウム　　　　　　　　　　　　　３０重量％
オルトケイ酸ナトリウム　　　　　　　　　１０重量％
合計　　　　　　　　　　　　　　　　　１００重量％
【００４０】
（処方例５：排水パイプ洗浄剤（粉末タイプ））
α－オレフィンスルホン酸ナトリウム　　　１５重量％
過炭酸ナトリウム　　　　　　　　　　　　４５重量％
硫酸ナトリウム　　　　　　　　　　　　　３０重量％
オルトケイ酸ナトリウム　　　　　　　　　１０重量％
合計　　　　　　　　　　　　　　　　　１００重量％
【００４１】
（処方例６：排水パイプ洗浄剤（錠剤タイプ））
α－オレフィンスルホン酸ナトリウム　　　　５重量％
過炭酸ナトリウム　　　　　　　　　　　　２０重量％
硫酸ナトリウム　　　　　　　　　　　　　４０重量％
スルファミン酸　　　　　　　　　　　　　３０重量％
ポリエチレングリコール　　　　　　　　　　５重量％
合計　　　　　　　　　　　　　　　　　１００重量％
【００４２】
（処方例７：排水パイプ洗浄剤（液体タイプ））
α－オレフィンスルホン酸ナトリウム　　　１０重量％
炭酸ナトリウム　　　　　　　　　　　　　　１重量％
プロピレングリコール　　　　　　　　　　１０重量％
ポリオキシアルキレンアルキルエーテル　　２０重量％
イオン交換水　　　　　　　　　　　　　　５９重量％
合計　　　　　　　　　　　　　　　　　１００重量％
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